
 

 

 

川崎市建築基準条例の一部改正（案）について意見を募集します 
 
川崎市は、川崎市建築基準条例の一部改正案についてパブリックコメントを実施し、市民の皆様からの御意見を

８月２７日（木）から９月２５日（金）まで募集します。 
本市では、建築基準法第４０条及び第４３条第３項等の規定に基づき、地域の特性に応じて法令の規定に

制限を付加すること等を目的に、川崎市建築基準条例を定めるとともに、道路に接する長さが４ｍ未満の敷地で３
階以上の建物を建築する場合には、別途、条例第６条第２項に基づく市への許可取得の手続を設け、別に定める
許可基準により許可の可否を判断しておりました。 
 今回の一部改正案は、許可基準の内容を条例本文に規定し、別途要していた許可取得の手続を不要とすること
により、条例上で建物の安全性を担保したまま建築主・設計者の事務負担を軽減するものです。本改正について、
市民の皆様からの御意見を募ります。 
  

１ 意見の募集期間 
令和８年８月２７日(木)から令和８年９月２５日(金)まで 
※郵送の場合は、令和８年９月２５日(金)消印有効です。 
※持参の場合は、令和８年９月２５日(金)午後５時１５分までとします。 

２ 意見の提出方法 
郵送、持参、ＦＡＸ、あるいは市ホームページフォームメールのいずれかで提出 
※意見書の書式は自由ですが、必ず「題名」、「氏名」及び「連絡先（電話番号、メールアドレスまたは住

所）」を明記 
【提出先】〒210-8577 川崎市川崎区宮本町１番地 

川崎市まちづくり局指導部建築管理課（川崎市役所本庁舎１８階） 
ＦＡＸ044-200-3089 

市ホームページ  https://www.city.kawasaki.jp/templates/pubcom/500/0000189155.html 
３ 資料閲覧場所 
（１）閲覧期間︓令和８年８月２７日(木)から令和８年９月２５日(金)まで 
（２）閲覧できる場所 

各区役所市政資料コーナー、かわさき情報プラザ（川崎市役所本庁舎復元棟 2 階）及びまちづくり局指導
部建築管理課（川崎市役所本庁舎１８階） 

（３）市ホームページ(上記２の URL にて閲覧できます) 
４ その他 
（１）意見書の氏名及び連絡先等は、意見内容を確認させていただく場合があるため、記載をお願いするもので

す。個人情報は他の目的には利用せず、個人情報の保護に関する法律その他関連規定に基づき、適正に保
護・管理します。 

（２）お寄せいただいた御意見に対して個別には回答をしませんが、市の考え方を内容ごとに整理・要約し、後
日、市ホームページなどで公表します。 

（３）電話や来庁による口頭での御意見は受け付けていません。 
 
 

 
問合せ先 
川崎市まちづくり局指導部建築管理課 西垣 
電話 ０４４－２００－３０８１（内線３７５０２） 
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意見募集期間：令和8年８月2７日（木）
～令和8年９月２５日（金）

川崎市建築基準条例（改正案）に対する
意見の募集について<パブリックコメント>

【提出先】 〒２１０－８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地
川崎市まちづくり局指導部建築管理課（市役所本庁舎１８階）
FAX番号：０４４－２００－３０８９

○ 意見募集期間
令和８年８月２７日（木）～令和8年９月２５日（金）
※郵送の場合は、令和8年９月２５日（金）消印有効です。
※持参の場合は、令和８年９月２５日（金）午後５時１５分までとなります。

○ 閲覧場所及び配布場所
川崎市ホームページ、各区役所（市政資料コーナー）、
かわさき情報プラザ（川崎市役所本庁舎復元棟２階）、
まちづくり局指導部建築管理課

○ 意見書の提出方法
郵送、持参、FAX、あるいはインターネット入力フォームの
いずれかで提出
※意見の書式は自由ですが、必ず「題名」、「氏名（法人又は団体の場合は、名称及び代表者
の氏名）」及び「連絡先（電話・ＦＡＸ番号、メールアドレス又は住所）」を明記してください。
また、電話や来庁による口頭での御意見は受け付けていません。

お寄せいただいた御意見は、個人情報を除き、類似の内容を整理又は要約した上で、
御意見とそれに対する本市の考え方を取りまとめてホームページ等で公表します。

↑市ホームページはこちら

この度、条例第６条第２項における許可手続を不要とする
ため、条例の一部を改正することについて、パブリックコメン
トを実施します。

○ 問合せ先
川崎市まちづくり局指導部建築管理課
電話：０４４－２００－３０１８ FAX：０４４－200－３０８９

川崎市では、建築基準法第40条及び第43条第３項等の規定に基づ
き、地域の特性に応じて法令の規定に制限を付加すること等を目的と
して、川崎市建築基準条例（以下「条例」という。）を定めています。
今回、条例第６条第２項における許可手続を不要とするため、条例

の一部を改正することについて、パブリックコメントを実施します。

⇒ 裏面に続きます

１ パブリックコメント実施の概要

２ 条例第６条第２項の概要
（１）条例による制限の強化



５ 今後のスケジュール

（２）許可の概要（３階建て住宅の事例） ４ 条例の改正内容

３ 条例改正の背景
○許可件数は年間３００件程度で３階建て住宅の比率が９割以上
（直近５年では、市内３階建て住宅のうち約２割にも及ぶ件数が許可を取得）

○例外的な措置（許可）が実態として一般化している。
○建築基準法の改正（R7.4月）により、省エネ性能（断熱性能やエネル
ギー消費量）などの法適合の確認項目が増え、設計業務や手続の複雑
化により建築主・設計者の負担が増大している。

許可基準の内容を条例に反映（許可制ではなく条例本文に規定）し、許
可を不要とすることにより、建物の安全性を担保したまま、手続のみ合
理化する。本改正により建築主等への負担を軽減し、建築にかかる手続
期間の短縮や手続窓口の一本化などによる市民サービス向上を図ること
ができる。

⇒現行の許可基準については別紙をご確認ください。なお、本改正に伴い、
「川崎市建築基準条例及び同解説」についても改定を行います。



   川崎市建築基準条例第６条第２項ただし書許可基準                                                              

 

川崎市建築基準条例第６条第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可基準】 

 川崎市建築基準条例（昭和３５年川崎市条例２０号。以下「条例」という。）第６条第２

項は、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「令」という。）第５章第５節

（非常用の進入口）の規定を法第４３条の趣旨から規制した規定であるため、条例第６条

第２項ただし書許可基準は、非常用の進入口の機能を確保することを目的として、次に掲

げるものとする。 

１ 建築物の階数は、地階を除き３とする。ただし、次に該当する場合は、適用しない。 

(1) 前面道路の幅員が、原則として６メートル以上であること。 

(2) 前面道路の敷地側の境界線から第５項に定めるバルコニーまでの距離が、建築物の

敷地が道路に接する長さの３倍以内であること。 

２ 建築物の構造は、次によること。 

(1) 延べ面積が２００平方メートル以内の建築物にあっては、耐火建築物、準耐火建築

物又は令和元年国土交通省告示第１９４号第４第１号イに定める技術的基準に適合す

る３階建の建築物とすること。 

(2) 延べ面積が２００平方メートルを超える建築物にあっては、耐火建築物又は準耐火

建築物とすること。 

３ 建築物の敷地が道路に接する長さは、原則として３メートル以上であること。ただし、

 次のいずれかに該当するものは、建築物の敷地が道路に接する長さは、２メートル以上 

とする。 

(1) 地階を除く階数が３の一戸建ての住宅（兼用住宅で兼用部分が５０平方メートルを

 超えるものを除く） 

(2) 地階を除く階数が３の延べ面積２００平方メートル以内の長屋 

４ 令第１２６条の６に定める進入口等の開口部を前面道路に有効かつ直接面した位置に

設け、かつ、その開口部の前面に避難階又は地上に通ずる避難施設を有する奥行き０.９

メートル以上、長さ１.８メートル以上のバルコニーを設けること。 

５ 第３項各号において、次に該当する場合は、前項の規定は適用しない。 

(1) 前面道路の敷地側の境界線から令第１２６条の６に定める進入口等の開口部のある

バルコニーまでの距離が、２０メートル以下であり、かつ、その開口部の前面に避難

階又は地上に通ずる避難施設を有する奥行き０.９メートル以上、長さ１.８メートル以

上のバルコニーを設けている場合 

(2) 前号のバルコニーが、前面道路から直接確認できる位置に消防上有効に設置されて

いる場合 

(3) 幅員２メートル以上の通路が、前面道路から第１号のバルコニーまで確保されてい

る場合 

 

   附 則 

この基準は、平成１１年５月１日より施行する。 

  附 則 

この基準は、平成１２年３月１５日より施行する。 

  附 則 

この基準は、令和元年６月２５日より施行する。 

地階を除く階数が３以上の建築物の敷地は、道路（法第４３条第２項各号の規定

により国土交通省令で定める基準に適合する建築物で、市長が認定又は許

可したものにあっては、当該認定又は許可に係る当該基準に定める空地、

道又は通路を含む。第８条において同じ。）に４メートル以上接しなければな

らない。ただし、市長が敷地の形状又は建築物の規模、構造及び設備により安全上支障

がないと認めて許可したときは、この限りでない。 

 

別紙 




